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広島県庁

全庁の共通基盤システム構築という先進的な取り組みに
SOA製品を採用

広島県では、2001年10月に「ITひろ
しま行動計画2005」（以下、行動計
画）を策定し、情報通信基盤の整備
や電子自治体の基礎づくりなどに取
り組んできました。さらに、2006年4
月には「身近に情報通信技術を活用
できる仕組みづくりによるＩＴの恩恵
を享受できる社会の実現」と「電子
自治体の推進による行政サービスの
向上と行政運営の効率化」を柱とし
た「ITひろしま推進指針」を策定。電
子自治体推進の取り組みとして、これ
まで整備してきた電子申請システム
や電子入札システムなどの機能強化
を図るとともに、情報システムの効率
化を目指しています。こうした取り組み
を効率的かつ効果的に実現していく
具体的方策として「広島県情報システ
ム全体最適化計画」（以下、全体最
適化計画）が2007年3月に策定され
ました。
今回、同県では全体最適化計画に
基づき、全庁規模にわたる共通基盤
システムを構築。そのデータ連携アー
キテクチャーのコアとして採用された
のがService Oriented Architecture

（以下、SOA：サービス指向アーキテ
クチャー)製品です。

　行動計画が策定された2001年以
降、広島県ではこれまでにも増して新
しいシステムが開発・導入され、それら
は行政運営の効率化や行政サービス
の向上に大きく貢献してきました。
　しかし、一方でそれに付随した問題
点も指摘されるようになりました。例え
ば、システム構築を各部局が個別に
進めるケースが多く見られ、県全体の
視点で見たときに重複した機能、重複
したデータ、非効率的なデータ連携、
非効率的なシステム運用管理が発生
していました。個々のシステムについ
ても、不適正なサイジングによる過剰
なハードウェア装備が見られ、標準化
の不徹底もあり、一部のシステムはベ
ンダー・ロックイン状態になっていまし
た。また、コンピューターのダウンサイ
ジングを同県では2002年から計画的
に進めてきましたが、財務会計システ
ム、人事給与システムおよび税務シ
ステムの三大基幹システムについて
は未着手の状況にあり、コスト圧迫の
要因にもなっていました。

　全体最適化計画は、こうしたシステ
ム導入の効果がコストに見合っている
かどうかの検証を起点に、県の情報シ
ステム全体をより一層効率的なものに
する取り組みとして始まりました。広島
県総務局 情報システム総括監(CIO)
中山章氏は、計画の目標を次のように
話しています。「一つは効率的な情報
システムの構築。端的に言うなら無
駄の排除です。二つ目は導入効果の
発揮。費用対効果、投資効果の高い
システムを開発していこうということで
す。三つ目は透明性と競争性を確保
した情報システムの導入。これはわれ
われ地方公共団体には特に求められ
ることです」
　さらに、目標達成のための基本指
針として、同氏は次の三大原則を掲
げています。「一つは標準技術の採
用。これはオープンな標準技術によ
り、特定ベンダーへのロックインを防ぐ
とともに、他団体や民間企業との柔
軟な連携ができる次世代システムを
指向することです。二つ目は汎用製
品の活用。業務の標準化を進めるこ
となどにより、本県独自機能の開発

重複したデータや機能など、
非効率的なシステム運用管理が発生
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(独自開発)を抑制し、安価で優れてい
る汎用ソフトウェアを活用しようという
ことです。三つ目が全体最適化。機能
とデータの共通化・統合化、機器の
集約と運用管理の統合化を進めてい
こうということです」そして、標準技術
と汎用製品によって全体最適化と次
世代システムを実現するためのベース
となる仕組みが共通基盤システムで
あり、そのアーキテクチャーのコアとし
て採用されたのがIBM WebSphere®

ソフトウェアのSOA製品です。
　共通基盤システムは共通データ管
理機能、職員認証機能、職員ポータ
ル機能、データ連携機能、統合運用
管理機能の五つの機能を装備してい
ます。現時点で共通基盤システムを
利用しているのは総務事務システム
をはじめとした数システムに限られます
が、将来的には、これまで各部局が個
別に構築してきた業務システムなどの
アプリケーションを共通基盤システム
上で稼働させることで、県全体のシス
テムを重複のないシンプルな構造にし
ていくことを目指しています。
　通常、全庁横断の共通基盤システ
ム導入の取り組みは、各部局の利害
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関係から実現しにくいといわれていま
すが、広島県庁では中山CIOの下、
現行のシステム診断を実施して部局
の持つ課題を一つずつ解決し、効果
を重ねることで部局からの信頼を高
めていきました。これが部局を横断す
るシステムをスムーズに導入できた要
因の一つです。
　データ連携機能のシステム開発
は西日本電信電話株式会社（以
下、N T T西日本）、株式会社NTT
データ中国（以下、NTTデータ中国）
が担当し、基本設計は2007年4月
から始まりました。NTTデータ中国 ソ
リューションシステム部 公共担当 課
長 渡部信夫氏は、これまでの作業に
ついて次のように話しています。「県
の方で大きな仕様は決めていただき
ましたので、設計なり調整なりは短期
間で行えたと思います。WebSphere
のSOAソフトウェアは初めてでした
が、IBMのバックアップでノウハウも
だいぶ蓄積できました。横断的に各
社のシステムをうまく連携させ、よりよ
いサービスを提供できるようにしてい
きたいと考えています」NTTデータ中
国 ソリューションシステム部 公共担

当 課長代理 結城邦雄氏は「共通
基盤を通して、どのようなベンダーの
システムも稼働・連携できるオープン
な環境が大事であり、それができるの
がわれわれの強みでもあります」と話
しています。
　総務事務システムが共通基盤シ
ステム上に最初に構築され、2008
年3月から本番稼働しています。広島
県 総務局財務部 情報政策課 企画
員 沖邉竜哉氏は「今回のプロジェク
トの全庁オーソライズに苦労はありま
せんでした。しかし、短期間の開発とな
り、関係者の皆様には多大なご苦労
があったと思います。心から感謝して
います」と感想を述べています。構築
期間は総務事務システムの構築スケ
ジュールに合わせる必要があり、極め
て短期間での開発が要求されました。
IBMのSOAコンセプトに基づいた標
準仕様と汎用製品の採用およびNTT
西日本、NTTデータ中国の信頼性の
高い推進体制によって、実質10カ月と
いう短期間で実現できました。



　総務事務システムは共通基盤シス
テムと同時期に稼働を開始し、データ
連携機能や統合運用管理機能の利
用によってすでに一定の効果を上げ
ています。今回のシステム構築では
IBM WebSphere Portalにより職員
ポータルも開設され、職員認証や業
務効率の点で効果を得ています。こ
のポータルはMicrosoft® Windows®

ログインだけで自動起動し、そこから自
分が利用したい業務システムにワンク
リックでアクセスすることができます。
このシングル・サインオンの実現によ
り、セキュリティーの強化を図ることが
でき、利便性も向上しました。
　広島県 総務局財務部 情報政策
課 企画員 岡村恒氏は、職員ポータル
について次のように話しています。「こ
れまでは、各個別業務が独自に認証
機能を持っていたため、システムごと
に何度もログインする必要があり、また
複数のパスワードを管理する手間も生
じるため、とても煩雑でした。シングル・
サインオンでログインできるようになっ
たことは業務効率の面でも大きなメ
リットです」
　広島県 総務局財務部 情報政策
課 主任 住岡輝彦氏も「今は個別の
認証カードを使っているシステムにつ
いても、今後、共通基盤システム上に
再構築することによって、個別システ
ムの運用管理業務がかなり効率化さ
れるのではないか」と、シングル・サイ
ンオンによるメリットに期待を寄せて
います。また、職員ポータル画面には
WebSphere Portalのポートレット機
能により、Lotus Notes®のスケジュー
ルと電子メールが組み込まれていま
す。これにより、Lotus Notesを開かな
くてもスケジュールを確認したり、電子
メールを読み書きしたりすることができ
るようになりました。
　同県では、2006年度からの3年間
で13億円のコスト削減を達成指標と
して掲げ、個々のシステム単位での

最適化を進めると同時に、基幹系シ
ステムのダウンサイジングと共通基盤
システムの連携をはじめとする県の情
報システム全体の最適化に取り組ん
でいます。共通基盤システムの本格
的な効果が期待できるのはこれからと
県ではみており、目指すべき情報シス
テム構造の実現に向けた第一歩を踏
み出したところです。

　2007年度から、財務会計システム、
人事給与システム、税務システムの
三大基幹システムのダウンサイジング
が始まりました。現在、基本設計フェー
ズに入り、共通基盤システム上でこれ
らのシステムは開発されることになりま
す。共通基盤システムが持つ全機能
を最大限に活用して、効率的なシステ
ムとして整備する予定です。
　中山氏はシステムの将来のある
べき姿として、Business Process 
Management(以下、BPM：ビジネス
プロセス・マネジメント)にも関心を寄
せ、「BPMは、柔軟性の高い業務とシ
ステムを築き上げていくための有効な
手法の一つと理解しています。全体
最適化計画の目標達成のためには
業務プロセス改善の視点が欠かせま
せん。BPMについても今後検討が必
要と考えています」と話しています。
　また、共通基盤システムにはBPMと
SOAアーキテクチャーに基づいた検
証、構築ができる開発機能が備わって
おり、BPMのトライアルについては、新
たに投資する必要はありません。
　これらの新しい取り組みを進める上
で、グローバルな観点で先進技術の
紹介や提供が望まれており、IBMとし
ても積極的に提案していくこととして
います。
　よりよい住民サービスの実現へ、共
通基盤システムがそのための強固な
基盤となることは間違いありません。

目指すべき情報システムの
実現へスタート

導入効果

BPM/SOAも視野に、
共通基盤システムの全機能を最大限に活用

将来の展望
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概要 

広島県では、広島県総合計画「元気挑戦プラン」を
掲げ、「活力と安心、希望のある『元気な広島』の実
現」に向け、あくまでも県民視線で住民サービスや
行政サービスの向上に取り組んでいます。
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